
平成１３年１０月２６日 

金 融 庁 

 

｢改革先行プログラム｣（金融庁関連部分） 

 

第２章 具体的施策 

 

１． 経済を活性化し、新産業・チャレンジャー、雇用を生み出す制度改

革・環境整備 

 

（２）証券市場・金融システムの構造改革 

  我が国経済の再生を図るためには、金融・証券市場を通じて資源が

効率的に成長分野に流れることが必要である。このため、証券市場及び

金融システムの構造改革を図るための施策を総合的に講じ、金融の活

性化を図る。 

 

①証券市場の構造改革 

これまで我が国の金融は、銀行を経由する間接金融に大きな比

重を置いてきた。しかし、起業、創業を支え、経済のダイナミズムを

取り戻すとともに、家計が保有する金融資産の多様化を図るために

も、直接金融へよりシフトしていく必要がある。 

 このため、国民一般が安心して証券市場に参加できるよう、透明

性・公平性の高い証券市場を構築する。具体的には、金融庁が 8 月

にまとめた「証券市場の構造改革プログラム」に基づき、個人投資家

の証券市場への信頼向上のためのインフラ整備、個人投資家にとっ

て魅力ある投資信託の実現、投資家教育を進める。さらに、金融審

議会で検討を行い、公社債等のペーパーレス化の実現をはじめとす

る証券決済システム改革に係る法案を、遅くとも次期通常国会へ提

出するとともに、投資信託の目論見書の記載内容の改善策につい



て早期に成案を得る。 
証券税制については、貯蓄優遇から投資優遇への金融のあり方

の切り替えなどを踏まえ、透明性・公平性の高い証券市場の構築に
資する観点から、15 年 1 月から、上場株式等に係る譲渡益について
申告分離課税への一本化、税率の引下げ、譲渡損失の繰越控除制
度の導入等を図るとともに、緊急かつ異例の措置として、14 年末ま
でに新たに購入した上場株式等について、その購入が 1000 万円に
達するまでのものに係る譲渡益を、一定の要件の下、非課税とする
措置を講ずることとし、所要の法案を今臨時国会に提出する。 

 

 ②不良債権処理の強化と金融の活性化 
     以下の施策を緊急に講ずることにより、不良債権処理を強化すると

ともに、金融の活性化を図る。これと同時に、他の分野における構造
改革を推進することにより、遅くとも集中調整期間が終了する 3 年後
には不良債権問題の正常化を図る。 

   
  イ 資金供給の円滑化 
   ・ 民間及び政府系の金融機関に対し、中小企業を含む健全な取引

先に対する資金供給の一層の円滑化に努めるよう要請する（特別
保証の償還期限時の取扱いを含む。）。 

   ・ 公的資金による資本注入を受けた銀行については、経営健全化
計画に沿って健全かつ責任ある経営と適切な貸出がなされるよう
厳正なフォローアップを行う。 

  
  ロ 銀行の健全性確保のための迅速かつ厳格な対処 
   ・ 主要行に対する検査を抜本的に強化し、これまで 2 年に一回程

度実施してきた包括検査を年一回とするとともに、フォローアップ検
査を半期毎に実施することにより、不良債権の的確な把握に努め
る。 

   ・ さらに、市場の評価に著しい変化が生じている等の債務者に着
目した特別検査を主要行の自己査定期間中に実施することにより、
企業業績や市場のシグナルをタイムリーに反映した適正な債務者



区分及び償却・引当を確保する。特別検査は 10 月中に開始する。 
    その際、外部監査人との共同作業により、次期決算期における的

確な決算処理を確保する。 
 

   ・ 上記の特別検査で破綻懸念先に区分されるに至った債務者につ
いては、速やかに、(i)私的整理ガイドライン等による徹底的な再建
計画策定、(ii)民事再生法等の法的手続きによる会社再建、(iii) Ｒ
ＣＣ（整理回収機構）などへの債権売却等、のいずれかの措置を講
ずることを求める。 

   ・ また、要注意先の上場企業について十分な引当を確保するため、
主要行に対し、市場のシグナルをタイムリーに反映した行内格付
等を行うとともに、最近の貸倒、倒産等の趨勢をも勘案することを
要請する。 

   ・ 主要行に対し、四半期毎に経営情報を開示する体制をできる限り
早期に整備するよう求める。 

   ・ 現在のところ資本再注入は不要と考えられるが、金融危機に対
応するための措置としては、改正預金保険法に基づき、15 兆円の
枠を活用した資本注入等が可能となっている。 

 
 ハ ＲＣＣ等による不良債権処理と企業再建 

   ・ 預金保険機構・ＲＣＣは、不良債権の買取りについて、価格決定
方式を弾力化（時価による買取り）するとともに、入札への参加を
可能とした上、15 年度末までに集中的に実施する。また、預金保
険機構・ＲＣＣは、買い取った不良債権の処分方法の多様化に努
め、経済情勢、債務者の状況等を考慮し、当該資産の買取りから
可能な限り3 年を目途として早期処理を行うよう努める。本年 11月
1 日にＲＣＣに企業再生本部を設置し、再生の可能性のある債務
者の速やかな再生に努めるなど、企業再建に積極的に取り組む。 

     また、ＲＣＣの保有不動産等については、都市再生に資する観点
から関係機関との適切な連携を図る。 

   ・ ＲＣＣによる企業再建を円滑化するため、再建中の所要資金につ
いて日本政策投資銀行等の融資等の活用を図る。 



   ・ 日本政策投資銀行、民間投資家、ＲＣＣ等に対し、企業再建のた
めのファンドを設立し、またはこれに参加するよう要請する。ファン
ドは、厳格な再建計画が策定された企業の株式（債務の株式化に
より銀行等が取得したもの）等を買い取り、再建計画の実現を図る｡
また、ファンドの早期設立に向けて、関係各機関等との連携を強化
するとともに、日本政策投資銀行からの出資のために必要な財源
手当てを講ずることとする。 

   ・ ＲＣＣに対し、これらの新たな枠組みも活用して、大企業はもちろ
ん、中小企業の再建にも積極的に取り組むよう要請する。 

  
  ニ オフバランス化にあたっての配慮 
     主要行の破綻懸念先以下の債権については、既存分は 2 年、新

規発生分は 3 年以内にオフバランス化することとしているが、その
際、以下の点に十分留意するよう改めて要請する。 

・ 債務者企業の再建可能性を的確に見極め、再建可能な企業に
ついては、極力、再生の方向で取り組む。 

・ 中小企業については、その特性も十分に考慮し、再生可能性、健
全債権化について、キメ細かく的確な判断を行う。 

・ 債務者企業の取引先である健 全な中小企業の連鎖的な破綻を
招かないよう十分に配意する。 


